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（財）財務会計基準機構会員        

  

平成 20 年３月期 中間決算短信 

平成 19 年 11 月 14 日 

上 場 会 社 名         株式会社デイ・シイ      上場取引所 東証一部 
コ ー ド 番 号           5234                      ＵＲＬ  http://www.dccorp.jp 
代  表  者 （役職名）代表取締役社長      （氏名）塙本 隆弘 
問合せ先責任者 （役職名）取締役執行役員管理本部長 （氏名）山口 信利 ＴＥＬ(044)223－4751 
半期報告書提出予定日   平成 19 年 12 月 14 日 配当支払開始予定日 平成 19 年 12 月 4 日 
  

（百万円未満切捨て） 
１．平成 19 年９月中間期の連結業績（平成 19 年４月１日～平成 19 年９月 30 日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間(当期)純利益

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

23,464      5.9
22,153   12.0

611   △39.4
1,009   75.5

688   △41.5 
1,176   110.5 

417    △41.7
716    －

19 年３月期 42,608    － 1,908     － 1,991     － 1,317      －
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 1 株当

たり中間(当期)純利益

  円 銭  円 銭

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

12.27
23.26

－
－

19 年３月期 41.41 －
(参考) 持分法投資損益  19 年９月中間期  24 百万円   18 年９月中間期  139 百万円   19 年３月期  156 百万円 

 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

56,338
51,867

25,908
22,978

40.6 
44.1 

671.90
672.29

19 年３月期 57,695 26,351 40.4 684.57
(参考) 自己資本     19年９月中間期 22,881百万円   18年９月中間期 22,892百万円   19年３月期 23,304百万円 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

272
1,833

△1,058
△1,192

178 
△295 

3,455
2,785

19 年３月期 3,649 △1,098 △925 4,064
 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

  円 銭  円 銭  円 銭

19 年３月期 － 6.00 6.00

20 年３月期 3.00 －
20 年３月期（予想） － 4.00

7.00

 
 
３．平成 20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円    ％ 円  銭

通    期 47,500  11.5 1,400  △26.6 1,600 △19.6 1,000 △24.1 29.37

 
 



 
㈱デイ・シイ（5234） 平成 20 年３月期中間決算短信 

－  － 

 

 

2

４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 
(注)詳細は 15 ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 
  

(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 
 19 年９月中間期 34,148,410 株  18 年９月中間期 34,148,410 株  19 年３月期 34,148,410 株 
②期末自己株式数 
 19 年９月中間期   93,494 株  18 年９月中間期     96,957 株  19 年３月期 34,106,515 株 
 (注)１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、31 ページ「１株当

たり情報」をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.平成 19 年９月中間期の個別業績(平成 19 年４月１日～平成 19 年９月 30 日) 

(1)個別経営成績                           （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

13,936  △3.5 
14,443   29.1 

481  △31.9
708   32.9

545   △29.6 
775   64.7 

337  19.0
283   －

19 年３月期 28,318    － 1,463    － 1,470    － 356   －
 

 １株当たり中間 

（当期）純利益 

 円 銭 

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

9.88 
9.18 

19 年３月期 11.17 
 

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

42,556 
43,284 

21,646
22,212

50.9 
51.3 

634.35
650.86

19 年３月期 42,936 22,147 51.6 649.03
(参考) 自己資本  19 年９月中間期 21,646 百万円   18 年９月中間期 22,212 百万円   19 年３月期 22,147 百万円 

  

２．平成 20 年３月期の個別業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は対前期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円    ％  円 銭

通    期 28,500  0.6 1,050 △28.2 1,100 △25.2 600   68.5 17.58
 
 
 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は
今後さまざまな要因によって異なる結果となる可能性があります。 
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１．経営成績 
（１） 経営成績に関する分析 

（当中間期の経営成績） 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、米国経済の減速懸念や原油価格の高騰など不透明な要因がありま

したものの、民間設備投資が底固く推移するなど、全体としては緩やかながら拡大を続けてまいりました。 

しかしながら、当社を取り巻く経営環境は、公共投資の減少に加え、住宅投資において本年６月の改正建築基準

法施行に伴う建築確認審査の遅れが響き、新築住宅の着工に急ブレーキがかかり、当社主力事業であるセメント関

連事業、生コンクリート・コンクリート二次製品事業及び管路事業にとり、大変厳しい状況となりました。 

このような状況の下、当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高は、当中間連結会計期間からエバタ株

式会社が連結対象子会社となりましたため、23,464百万円と前中間連結会計期間と比べ1,310百万円増収となりま

した。 

しかしながら、セメント関連事業におけるセメント及びスラグ関連製品の販売数量の減少及び管路事業における

売価の低迷等により、経常利益は688百万円と前中間連結会計期間と比べ488百万円減益、中間純利益は417百万円

と前中間連結会計期間と比べ298百万円の減益となりました。 

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

 

１．セメント関連事業 

セメント業界におきましては、官需は公共投資の削減により低迷し、また、民需も改正建築基準法による建築

確認審査の遅れにより、新築住宅の着工戸数が大幅に減少するなど、国内需要は低水準のまま推移いたしました。 

このため、当中間連結会計期間における国内セメントメーカーの総販売数量は3,171万ｔと前中間連結会計期

間と比べ122万ｔの減少となりました。 

このような状況の下、売上高につきましては、エバタ株式会社のセメント関連事業の売上高が含まれたことに

より増加いたしました。一方、利益面では、川崎工場においてセメント製造設備の老朽化対策工事等を実施し、

生産性の向上に取り組んだものの、セメント及びスラグ関連製品の販売数量が減少したことに加え、販売価格に

つきましても依然として低水準にあったため、厳しい状況が続きました。 

その結果、当事業の売上高は5,137百万円と前中間連結会計期間と比べ420百万円増収となりましたものの、営

業利益は33百万円と前中間連結会計期間と比べ225百万円減益となりました。 

 

２．骨材事業 

骨材事業の主力市場である東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県の生コンクリート出荷数量は、住宅投資の低

迷により、1,416万㎥と前中間連結会計期間と比べ53万㎥の減少となりました。 

このような状況の下、生コンクリート用骨材の出荷数量は減少しましたものの、東京国際空港(羽田空港)再拡

張工事の開始により土木用骨材の出荷数量は増加いたしました。また、生産面では、引き続き原価低減に努める

とともに、同工事向け山砂の安定的な供給を図りました。 

その結果、当事業の売上高は6,342百万円と前中間連結会計期間と比べ216百万円増収となり、営業利益は215

百万円と前中間連結会計期間と比べ87百万円増益となりました。 

 

３．環境リサイクル事業 

環境リサイクル事業におきましては、可燃性廃棄物につきましては、セメント関連製品の原価低減に資するべ

く鋭意数量確保に努めましたため、前中間連結会計期間を若干上回る結果となりました。しかしながら、建設発

生土の大型物件が一段落したことなどにより、取扱数量は、前中間連結会計期間を下回ることとなりました。 

その結果、当事業の売上高は3,058百万円と前中間連結会計期間と比べ549百万円減収となり、営業利益は174

百万円と前中間連結会計期間と比べ126百万円減益となりました。 

 

４．不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業におきましては、既存取引先との取引を維持するとともに引き続き不動産の有効活用を図りま

した。その結果、売上高は428百万円と前中間連結会計期間と比べ7百万円増収となり、営業利益は253百万円と

前中間連結会計期間と比べ47百万円増益となりました。 
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５．生コンクリート・コンクリート二次製品事業 

生コンクリート事業におきましては、高付加価値商品である高性能特殊生コンクリートの営業強化等に取り組

みました。また、コンクリート二次製品事業につきましては、鋭意拡販に努めましたものの、住宅着工件数の低

迷に伴う需要減少の影響により、厳しい状況が続きました。 

その結果、当事業の売上高は7,070百万円と前中間連結会計期間と比べ211百万円減収となり、営業利益は25百

万円と前中間連結会計期間と比べ101百万円減益となりました。 

 

６．管路事業 

当中間連結会計期間から新たな事業として追加された管路事業におきましては、他社製品との価格競争による

販売単価の下落及び原油高による原材料費の高騰などにより、売上高は1,427百万円、営業損失は42百万円とな

りました。 

 

（当期の見通し） 

今後の見通しといたしましては、景気は引き続き緩やかな拡大基調で推移することが予想されますが、米国景

気の減速懸念や国際情勢の緊迫化及び原材料価格の高騰など、先行きは全く予断を許さない状況にあるものと思

われます。 

セメント業界、骨材業界、生コンクリート・コンクリート二次製品業界におきましても、公共投資の減少によ

る建設投資の回復が依然として期待できない状況にあり、加えて民需も盛り上がりに欠けると思われますため、

経営環境は厳しい状況が続くものと予想されます。 

  このような状況を踏まえ、当社グループといたしましては、各事業において以下の課題に取り組み、業績の

回復を図ってまいります。 

セメント関連事業におきましては、販売面において、販売数量の回復並びに高付加価値商品の販売強化を図る

とともに、生産面では安定運転を維持し、原価低減に努めてまいります。 

骨材事業におきましては、引き続き販売価格の適正化に取り組むとともに、混合・流通基地の効率的な活用及

び輸送の合理化など物流コストの削減に努めてまいります。また、東京国際空港再拡張工事向けの山砂の需要増

に対処するため生産・輸送面の安定供給体制構築を図ってまいります。 

環境リサイクル事業におきましては、建設発生土や可燃性廃棄物等のリサイクル資源の収集力を引き続き強化

し、収益の拡大を図ってまいります。 

不動産賃貸事業におきましては、不動産の有効活用に取り組み、安定収益の基盤を築きます。 

生コンクリート事業におきましては、営業力、技術力の強化を図るとともに、高付加価値の高性能特殊生コン

クリートの拡販を図ってまいります。また、コンクリート二次製品事業におきましては、物流基地の拡張を図り、

効率的な生産・営業体制を確立し収益の確保に努めてまいります。 

管路事業におきましては、雨水貯留製品の販売拡大と新製品の開発に注力してまいります。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当中間連結会計期間末の資産につきましては、前中間連結会計期間末と比較すると4,471百万円増加し56,338百

万円となりました。その主な要因は、受取手形及び売掛金の1,189百万円増加及び土地の2,681百万円増加並びに

投資有価証券の2,596百万円減少などによるものであります。 

負債につきましては、前中間連結会計期間と比較すると1,541百万円増加し30,430百万円となりました。その主

な要因は、支払手形及び買掛金823百万円増加、及び負ののれんの872百万円増加並びにその他の流動負債の367百

万円減少などによるものであります。 

資産、負債及び純資産の増減につきましては、主として前連結会計年度にエバタ株式会社が連結子会社となっ

たことによるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計

期間末に比べ、営業活動等による1,561百万円減少、投資活動による133百万円増加及び財務活動等による473百万

円増加により、当中間連結会計期間末には3,455百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、272百万円であります。 

その主なものは、減価償却費の972百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、1,058百万円であります。 

その主なものは、有形固定資産の取得による1,402百万円の計上によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、178百万円であります。 

その主なものは、短期借入金の純増額964百万円の計上によるものであります。 

 

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
16年３月期 17年３月期 18年３月期 19年３月期 

19年９月 

中間期 

自己資本比率（％） 39.2 39.7 41.0 40.4 40.6 

時価ベースの自己資本比率（％） 18.1 23.3 35.9 37.6 38.9 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 15.9 9.1 5.5 3.2 36.3 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 4.3 6.4 10.5 17.5 2.5 

自己資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社の利益配分につきましては、次の基本方針に基づき行ってまいります。 

１．将来の業績の拡大を図るために必要な設備投資、研究開発などの投資を行うとともに、財務体質の強化に

充てるための内部保留を確保いたします。 

２．配当金につきましては、以下の方針で実施してまいります。 

①当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金配当を行うことを基本方針としております。 

剰余金の配当の決定機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会であります。 

なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主また

は登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項の定めにより、中間配当をすることができる」旨を定款に

定めております。 

②安定的に保有していただく株主の皆様のご期待にお応えするためにも、一定金額の年間配当を維持するよ

う努力していくとともに、業績及び諸般の情勢を勘案のうえ、配当額を決定してまいります。 

③当期（平成20年３月期）につきましては、当初の予定の通り、１株当たり７円（うち中間３円）とさせて

いただきます。 
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２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成19年６月29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

３．経営方針 

 平成19年３月期決算短信（平成19年５月15日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。 

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧頂くことができます。 

 （当社ホームページ） 

  http://www.dccorp.jp 

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

  http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 
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４．中間連結財務諸表 

（１）中間連結貸借対照表 

  
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

対前中 

間期比 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成 

比(%)
金額（百万円）

構成

比(%)

増減(百

万円) 
金額（百万円） 

構成 

比(%)

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   2,785 3,455   4,064

２．受取手形及び売掛金 ※５  10,763 11,953   11,844

３．たな卸資産   2,137 3,211   2,810

４．短期貸付金   110 11   10

５．繰延税金資産   273 209   367

６．その他   340 300   238

貸倒引当金   △   49 △   68   △   64

流動資産合計   16,361 31.5 19,073 33.9 2,712  19,270 33.4

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※１    

(1) 建物及び構築物 ※３ 7,252 7,317  7,477 

(2) 機械装置及び運搬具 ※３ 4,892 5,578  5,854 

(3) 土地 ※３ 6,665 9,346  9,416 

(4) 建設仮勘定  673 1,663  878 

(5) その他  159 19,643 250 24,157 4,513 268 23,896

２．無形固定資産     

(1) 採取権  2,413 2,392  2,461 

(2) その他  209 2,623 277 2,669 46 242 2,704

３．投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※４ 11,853 9,257  10,443 

(2) 長期貸付金  89 27  30 

(3) 長期前払費用  296  284  296 

(4) 繰延税金資産  56 45  48 

(5) その他 ※３ 1,054 967  1,132 

貸倒引当金  △  111 △  141  △  124 

投資損失引当金  － 13,239 △    2 10,438 △2,801 △    2 11,824

固定資産合計   35,506 68.5 37,265 66.1 1,759  38,425 66.6

資産合計   51,867 100.0 56,338 100.0 4,471  57,695 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

対前中 

間期比 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成 

比(%)
金額（百万円）

構成

比(%)

増減(百

万円) 
金額（百万円） 

構成 

比(%)

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形及び買掛金 
※３ 

※５ 
 6,339 7,162   7,001

２．短期借入金 ※３  7,029 10,799   7,025

３．一年以内償還予定社債   100 50   100

４．未払金   468 381   601

５．未払費用 ※３  1,859 2,081   1,975  

６．未払消費税等   79 40   79

７．未払法人税等   282 332   403

８．繰延税金負債   1 0   0

９．修繕引当金   43 26   61

10．賞与引当金   － 99   104

11．役員賞与引当金   －  －   12

12．預り保証金   117 －   －

13．その他   581 330   373

流動負債合計   16,902 32.6 21,306 37.8 4,403  17,739 30.7

Ⅱ 固定負債     

１．社債   50 －   －

２．長期借入金 ※３  6,103 2,204   5,531

３．預り保証金   791 733   721

４．繰延税金負債   3,393 3,225   3,806

５．再評価に係る繰延税金負債  195 195   195

６．退職給付引当金   966 1,321   1,303

７．役員退職慰労引当金   267 332   763

８．緑化対策引当金   93 108   112

９．跡地整地引当金   108 118   115

10．負ののれん   － 872   1,040

11．その他   14 11   14

固定負債合計   11,986 23.1 9,123 16.2 △2,862  13,604 23.6

負債合計   28,889 55.7 30,430 54.0 1,541  31,344 54.3

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   4,013 7.7 4,013 7.1 －  4,013 7.0

２．資本剰余金   4,903 9.5 4,909 8.7 6  4,903 8.5

３．利益剰余金   10,631 20.5 11,446 20.3 814  11,232 19.5

４．自己株式   △   26 △0.1 △   28 △0.0 △    1  △   31 △0.1

株主資本合計   19,521 37.6 20,341 36.1 819  20,117 34.9

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価

差額金 
 4,613 8.9 3,782 6.7 △  830  4,428 7.7

２．土地再評価差額金   △1,242 △2.4 △1,242 △2.2 －  △1,242 △2.2

評価･換算差額等合計   3,371 6.5 2,540 4.5 △  830  3,186 5.5

Ⅲ 少数株主持分   85 0.2 3,026 5.4 2,940  3,047 5.3

純資産合計   22,978 44.3 25,908 46.0 2,929  26,351 45.7

負債純資産合計   51,867 100.0 56,338 100.0 4,471  57,695 100.0
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（２）中間連結損益計算書 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日)

対前中 

間期比 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分 

比(%)
金額（百万円）

百分

比(%)

増減(百

万円) 
金額（百万円） 

百分 

比(%)

Ⅰ 売上高   22,153 100.0 23,464 100.0 1,310  42,608 100.0

Ⅱ 売上原価   18,263 82.4 19,156 81.6 892  34,720 81.5

売上総利益   3,889 17.6 4,307 18.4 417  7,887 18.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  2,880 13.0 3,695 15.8 815  5,979 14.0

営業利益   1,009 4.6 611 2.6 △ 397  1,908 4.5

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息  7 10  14 

２．受取配当金  97 85  137 

３．持分法による投資利益  139 24  156 

４．負ののれん償却額  － 96  － 

５．その他  110 354 1.6 73 291 1.2 △  63 158 466 1.1

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息  107 108  211 

２．その他  80 188 0.9 106 215 0.9 27 171 383 0.9

経常利益   1,176 5.3 688 2.9 △ 488  1,991 4.7

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益 ※２ 6 5  6 

２．ゴルフ会員権等売却益  2 －  13 

３．投資有価証券売却益  － 208  398 

４．その他  － 8 0.0 1 214 0.9 206 31 449 1.1

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産廃却損 ※３ 73 15  189 

２．減損損失 ※４ － 85  11 

３．貸倒引当金繰入  － 13  16 

４．その他  － 73 0.3 2 116 0.4 42 230 450 1.1

税金等調整前中間（当

期）純利益 
 1,111 5.0 786 3.4 △ 324  1,990 4.7

法人税、住民税及び事業税 349 315  650 

法人税等調整額  28 378 1.7 62 378 1.6 0 2 652 1.6

少数株主利益又は少数

株主損失（△） 
 16 0.1 △    9 △0.0 △  26  20 0.0

中間（当期）純利益   716 3.2 417 1.8 △ 298  1,317 3.1
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（３）中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円）
3,402 3,994 10,110 △305 17,202

中間連結会計期間中の変動額  

新株の発行 610 607  1,217

剰余金の配当（注） △183  △183

役員賞与（注） △12  △12

中間純利益 716  716

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 301 279 581

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
 

中間連結会計期間中の変動額合

計         （百万円）
610 909 520 278 2,318

平成18年９月30日 残高 

（百万円）
4,013 4,903 10,631 △26 19,521

 
 評価・換算差額等 

 
その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円）
5,248 △1,242 4,006 71 21,280

中間連結会計期間中の変動額  

新株の発行  1,217

剰余金の配当（注）  △183

役員賞与（注）  △12

中間純利益  716

自己株式の取得  △0

自己株式の処分  581

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
△635 － △635 14 △620

中間連結会計期間中の変動額合

計         （百万円）
△635 － △635 14 1,697

平成18年９月30日 残高 

（百万円）
4,613 △1,242 3,371 85 22,978

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円）
4,013 4,903 11,232 △  31 20,117

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当 △ 204  △ 204

中間純利益 417  417

自己株式の取得 △    0 △    0

自己株式の処分 6 4 11

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
 

中間連結会計期間中の変動額合

計        （百万円）
－ 6 213 3 223

平成19年９月30日 残高 

（百万円）
4,013 4,909 11,446 △   28 20,341

 
 評価・換算差額等 

 
その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円）
4,428 △ 1,242 3,186 3,047 26,351

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △ 204

中間純利益  417

自己株式の取得  △  0

自己株式の処分  11

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
△ 646 － △ 646 △  20 △ 666

中間連結会計期間中の変動額合

計        （百万円）
△ 646 － △ 646 △  20 △ 443

平成19年９月30日 残高 

（百万円）
3,782 △ 1,242 2,540 3,026 25,908
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円）
3,402 3,994 10,110 △305 17,202

連結会計年度中の変動額  

新株の発行 610 607  1,217

剰余金の配当（注） △183  △183

役員賞与（注） △12  △12

固定資産圧縮積立金繰入額 △337  △337

固定資産圧縮特別勘定積立金 

取崩額 
337  337

当期純利益 1,317  1,317

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 301 279 581

子会社化した会社の保有親会

社株式 
△3 △3

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円）
610 909 1,122 273 2,915

平成19年３月31日 残高 

（百万円）
4,013 4,903 11,232 △31 20,117

 
 評価・換算差額等 

 
その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円）
5,248 △1,242 4,006 71 21,280

連結会計年度中の変動額  

新株の発行  1,217

剰余金の配当（注）  △183

役員賞与（注）  △12

固定資産圧縮積立金繰入額  △337

固定資産圧縮特別勘定積立金 

取崩額 
 337

当期純利益  1,317

自己株式の取得  △2

自己株式の処分  581

子会社化した会社の保有親会

社株式 
 △3

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
△819 － △819 2,975 2,156

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円）
△819 － △819 2,975 5,071

平成19年３月31日 残高 

（百万円）
4,428 △1,242 3,186 3,047 26,351

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

前連結会計年度の要約

連結キャッシュ・フロ

ー計算書 

(自 平成18年４月１日 (自 平成19年４月１日 (自 平成18年４月１日

  

至 平成18年９月30日) 至 平成19年９月30日)

対前中 

間期比 

至 平成19年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

増減 

(百万円) 
金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間（当期）純利益  1,111 786 △  324 1,990

減価償却費  744 972 228 1,539

負ののれん償却額  － △   96 △   96 －

貸倒引当金の増減額（減少：△）  1 21 20 △    4

退職給付引当金の増減額（減少：△）  52 18 △   34 66

役員退職慰労引当金の増減額（減少：

△） 
 △   34 △  430 △  395 △    4

受取利息及び配当金  △  105 △   96 9 △  151

支払利息  107 108 1 211

持分法による投資損益（益：△）  △  139 △   24 114 △  156

その他引当金の増減額（減少：△）  △    2 △   52 △   49 61

有形固定資産売却損益（益：△）  △    6 △    5 0 △    5

有形固定資産廃却損  73 15 △   58 189

減損損失  － 85 85 11

投資有価証券売却損益（益：△）  － △  208 △  208 △  398

為替差損益（差益：△）  △    0 1 1 0

売上債権の増減額（増加：△）  △1,096 △  109 986 △   25

たな卸資産の増減額（増加：△）  △   89 △  401 △  311 101

その他の流動資産の増減額（増加：

△） 

 
662 △   62 △  724 731

仕入債務の増減額（減少：△）  174 161 △   13 △  207

未払消費税等の増減額（減少：△）  46 △   38 △   84 27

その他流動負債の増減額（減少：△）  815 22 △  792 407

役員賞与の支払額  △   12 － 12 △   12

預り保証金の増減額（減少：△）  25 12 △   13 28

その他  37 △   23 △   61 72

小計  2,364 655 △1,708 4,473

利息及び配当金の受取額  105 96 △    9 151

利息の支払額  △  101 △  110 △    9 △  208

法人税等の支払額  △  534 △  368 166 △  767

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,833 272 △1,561 3,649
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

前連結会計年度の要約

連結キャッシュ・フロ

ー計算書 

(自 平成18年４月１日 (自 平成19年４月１日 (自 平成18年４月１日

  

至 平成18年９月30日) 至 平成19年９月30日)

対前中 

間期比 

至 平成19年３月31日)

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

増減 

(百万円) 
金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入  10 － △   10 10

有形固定資産の取得による支出  △  875 △1,402 △  526 △1,920

有形固定資産の売却による収入  10 10 0 12

無形固定資産の取得による支出  △    0 △   60 △   60 △   71

投資有価証券の取得による支出  △  279 △    1 278 △  280

投資有価証券の売却による収入  － 231 231 462

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取

得による収入 

 
－ － － 586

短期貸付金の純増減額（増加：△）  △  101 △    0 101 △    2

長期貸付けによる支出  △    7 △    1 6 △   13

長期貸付金の回収による収入  7 4 △    3 70

保証金の支払による支出  △   24 △   61 △   37 －

保証金の回収による収入  82 218 136 69

その他  △   12 5 17 △   20

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,192 △1,058 133 △1,098

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（減少：△）  △1,938 964 2,902 △1,872

長期借入金の借入による収入  800 － △  800 800

長期借入金の返済による支出  △  700 △  516 183 △1,342

社債の償還による支出  △   50 △   50 － △  100

配当金の支払額  △  182 △  204 △  22 △  183

少数株主への配当金の支払額  － △   22 △  22 －

自己株式の取得による支出  △    0 △    0 △   0 △    2

自己株式の売却による収入  581 8 △ 572 581

株式の発行による収入  1,217 － △1,217 1,217

その他  △   22 － 22 △   23

財務活動によるキャッシュ・フロー  △  295 178 473 △  925

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  0 △    1 △   1 △    0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  346 △ 608  △ 954 1,624

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,439 4,064 1,624 2,439

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高 
※１ 2,785 3,455 670 4,064
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日  
  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 10社 

連結子会社の名称 

ウツイ・デイシイ興産㈱ 

㈱イチコー 

三盟産業㈱ 

末吉産業㈱ 

釼持工業㈱ 

三栄開発㈱ 

第一コンクリート㈱ 

横浜デイ・エム生コン㈱ 

㈱コンテ 

新生工業㈱ 

 

 

(1) 連結子会社の数 11社 

連結子会社の名称 

ウツイ・デイシイ興産㈱ 

㈱イチコー 

三盟産業㈱ 

末吉産業㈱ 

釼持工業㈱ 

三栄開発㈱ 

第一コンクリート㈱ 

横浜デイ・エム生コン㈱ 

㈱コンテ 

新生工業㈱ 

エバタ㈱ 

 

(1) 連結子会社の数 11社 

連結子会社の名称 

ウツイ・デイシイ興産㈱ 

㈱イチコー 

三盟産業㈱ 

末吉産業㈱ 

釼持工業㈱ 

三栄開発㈱ 

第一コンクリート㈱ 

横浜デイ・エム生コン㈱ 

㈱コンテ 

新生工業㈱ 

エバタ㈱ 

（注） 

エバタ㈱は、株式の追加取得によ

り子会社となったため、当連結会

計年度から連結の範囲に含めてお

ります。 

２．持分法の適用に関

する事項 

(1）持分法適用の関連会社の数 

 ３社 

(1）持分法適用の関連会社の数 

２社 

(1）持分法適用の関連会社の数 

 ２社 

 ㈱三好商会 

エバタ㈱ 

野田生コン㈱ 

 

㈱三好商会 

野田生コン㈱ 

 

 

 

 

㈱三好商会 

野田生コン㈱ 

 

（注） 

エバタ㈱は株式の追加取得により

子会社となったため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

 (2）持分法を適用していない主要な

非連結子会社及び関連会社の名

称  

太陽湘南コンクリート㈱、関東

機設㈱、大秀建設㈱、㈱鈴木砂

利店、箕輪開発㈱ 

（持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結

子会社及び関連会社につきまし

ては、それぞれ中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

(2）持分法を適用していない主要な

非連結子会社及び関連会社の名

称 

同左 

(2）持分法を適用していない主要な

非連結子会社及び関連会社の名

称 

太陽湘南コンクリート㈱、関東

機設㈱、大秀建設㈱、㈱鈴木砂

利店、箕輪開発㈱ 

（持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結

子会社及び関連会社につきまし

ては、それぞれ当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

㈱デイ・シイ（5234） 平成20年３月期中間決算短信 

－  － 

 

 

16

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日  
  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成19年３月31日） 

３．会計処理基準に関

する事項 

   

重要な減価償却資

産の減価償却の方

法 

有形固定資産…定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附随設備を除

く）、不動産賃貸事業用資産及

びコンクリート二次製品事業の

有形固定資産は定額法 

 主な耐用年数 

 建物及び構築物 

…５年～47年 

 機械装置及び運搬具 

  …６年～13年 

有形固定資産…定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附随設備を除

く）、不動産賃貸事業用資産及

びコンクリート二次製品事業の

有形固定資産は定額法 

 主な耐用年数 

 建物及び構築物 

…５年～47年 

 機械装置及び運搬具 

  …６年～13年 

有形固定資産…定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附随設備を除

く）、不動産賃貸事業用資産及

びコンクリート二次製品事業の

有形固定資産は定額法 

 主な耐用年数 

 建物及び構築物 

…５年～47年 

 機械装置及び運搬具 

  …６年～13年  

 （会計方針の変更）   

  当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更して

おります。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

が、それぞれ５百万円減少して

おります。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 

 

  （追加情報）  

   当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

が、それぞれ86百万円減少して

おります。 

なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 

 

 無形固定資産…定額法 

  ただし、採取権については生産

高比例法 

  なお、その他の無形固定資産の

うちソフトウェア（自社使用）

については、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づく

定額法 

無形固定資産…定額法 

同左 

無形固定資産…定額法 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日  
  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日  

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日  

  至 平成19年３月31日） 

のれんの償却に関

する事項 

────── のれん及び負ののれんの償却につ

いては、原則として５年間の均等

償却を行っておりますが、その金

額が僅少な場合には一括償却して

おります。 

のれん及び負ののれんの償却につ

いては、原則として５年間の均等

償却を行っておりますが、その金

額が僅少な場合には一括償却して

おります。 

重要な引当金の計

上基準 

────── 投資損失引当金 

関係会社に対する投資等による損

失に備えるため、相手先の財政状態

及び経営成績等を考慮して、必要額

を計上しております。 

 

投資損失引当金 

関係会社に対する投資等による

損失に備えるため、相手先の財政

状態及び経営成績等を考慮して、

必要額を計上しております。 

（追加情報） 

実質価額が著しく低下したもの

の回復可能性が見込めると判断し

た関係会社株式について、将来の

予測に不確実な要因があるため、

財務健全性の観点から投資損失引

当金（２百万円）を計上すること

としたものであります。 

 ────── 賞与引当金 賞与引当金 

  一部の連結子会社において、従業

員への賞与支給に備えるため、支給

見込額の当中間連結会計期間負担分

を計上しております。 

一部の連結子会社において、従

業員への賞与支給に備えるため、

支給見込額の当連結会計年度負担

分を計上しております。 

 ────── 役員賞与引当金 役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えるため、当

中間連結会計期間における支給見込

額に基づき計上しております。 

 

役員賞与の支出に備えるため、

当連結会計年度における支給見込

額に基づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）を

適用しております。この変更による

損益への影響は軽微であります。 

上記、連結の範囲に関する事項、持分法の適用に関する事項、会計処理基準に関する事項（重要な減価償却資産の減価償却の方法、のれん

の償却に関する事項、重要な引当金の計上基準（投資損失引当金、賞与引当金及び役員賞与引当金））以外は、最近の半期報告書（平成18年

12月20日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

―――――― （企業結合に係る会計基準等） （企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間より、「企業結合に係

る会計基準」（平成15年10月31日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号 最終改正平成18年12月22日）を適用して

おります。 

当連結会計年度より、「企業結合に係る会

計基準」（平成15年10月31日）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 

最終改正平成18年12月22日）を適用しており

ます。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は22,892百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しております。 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額

は23,304百万円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

（環境リサイクル事業の会計処理方法の変

更） 

 （環境リサイクル事業の会計処理方法の変

更） 

従来、セメント関連事業の原材料費の低減

のため受け入れた産業廃棄物の処理収入を売

上原価の控除科目として計上しておりました

が、当中間連結会計期間より同収入を環境リ

サイクル・その他事業の売上高に、また同受

入に係る売上原価相当額を環境リサイクル・

その他事業の受入原価とし、かつセメント関

連事業の売上原価の控除科目として計上する

方法に変更しております。  

この変更は、環境リサイクル・その他事業

の損益をより適正かつ明確に表示するために

行ったものであります。 

この変更により、従来の方法に比べ、売上

高は1,041百万円、売上原価は1,039百万円、

営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純

利益は２百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 

 従来、セメント関連事業の原材料費の低減

のため受け入れた産業廃棄物の処理収入を売

上原価の控除科目として計上しておりました

が、当連結年度会計期間より同収入を環境リ

サイクル事業の売上高に、また同受入に係る

売上原価相当額を環境リサイクル事業の受入

原価とし、かつセメント関連事業の売上原価

の控除科目として計上する方法に変更してお

ります。  

この変更は、環境リサイクル事業の損益を

より適正かつ明確に表示するために行ったも

のであります。 

この変更により、従来の方法に比べ、売上

高は1,982百万円、売上原価は1,979百万円、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は２百万円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 
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表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで、区分掲記しておりました「コミットメ

ントフィー」（当中間連結会計期間は11百万円）は、営業外費用の

総額の100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含め

て表示することにしました。 

 

（中間連結貸借対照表） 

１．流動負債の「賞与引当金」は、前中間連結会計期間は流動負債の

「未払費用」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増し

たため区分掲記しております。 

  なお、前連結中間会計期間の「未払費用」に含まれている「賞与

引当金」の金額は50百万円であります。 

２．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「預り保証金」

は、金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

  なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれている「預り保

証金」の金額は107百万円であります。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

31,295百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

35,923百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

35,153百万円であります。 

２．偶発債務 ２．偶発債務 ２．偶発債務 

(1) 保証債務（保証類似行為を含む） (1) 保証債務（保証類似行為を含む） (1) 保証債務（保証類似行為を含む） 

①当社グループが下記の生コンクリート

協同組合と締結している貸倒金損失負

担協定等により計算される保証債務

（保証類似行為を含む）の金額のう

ち、当社グループが負担すべき金額は

以下のとおりであります。 

①当社グループが下記の生コンクリート

協同組合と締結している貸倒金損失負

担協定等により計算される保証債務

（保証類似行為を含む）の金額のう

ち、当社グループが負担すべき金額は

以下のとおりであります。 

①当社グループが下記の生コンクリート

協同組合と締結している貸倒金損失負

担協定等により計算される保証債務

（保証類似行為を含む）の金額のう

ち、当社グループが負担すべき金額は

以下のとおりであります。 

 (百万円) 

神奈川生コンクリー

ト協同組合 
413 

湘南生コンクリート

協同組合 
56 

 計 469 
 

 （百万円） 

神奈川生コンクリー

ト協同組合 
477 

湘南生コンクリート

協同組合 
44 

東関東生コン協同組

合 
37 

千葉北部生コンク

リート協同組合 
17 

 計 575 
 

 （百万円） 

神奈川生コンクリー

ト協同組合 
184 

湘南生コンクリート

協同組合 
40 

東関東生コン協同組

合 
38 

千葉北部生コンク

リート協同組合 
37 

 計 300 
 

②設備資金の借入につき、下記のとおり

債務保証を行っております。 

②設備資金の借入につき、下記のとおり

債務保証を行っております。 

②設備資金の借入につき、下記のとおり

債務保証を行っております。 

湘南第一運輸㈱ ９百万円 
 

湘南第一運輸㈱ ６百万円 
 

湘南第一運輸㈱ ７百万円 
 

③リース会社に対する債務につき、下記

のとおり債務保証を行っております。 

③リース会社に対する債務につき、下記

のとおり債務保証を行っております。

③リース会社に対する債務につき、下記

のとおり債務保証を行っております。

湘南第一運輸㈱ 33百万円 
 

湘南第一運輸㈱ 20百万円 
 

湘南第一運輸㈱ 25百万円 
 

④生コンクリート協同組合に対する仕入

債務につき、下記のとおり債務保証を

行っております。 

④生コンクリート協同組合に対する仕入

債務につき、下記のとおり債務保証を

行っております。 

 

㈱三好商会 69百万円 
 

㈱三好商会 61百万円 
  

(2) 受取手形裏書譲渡高  359百万円 
 
(2) 受取手形裏書譲渡高 －百万円 

 
(2) 受取手形裏書譲渡高  －百万円 

※３．担保に供している資産 ※３．担保に供している資産 ※３．担保に供している資産 

 （百万円） 

建物及び構築物 117 

機械装置及び運搬具 14 

土地 80 

計 212 
 

 （百万円） 

建物及び構築物 110 

機械装置及び運搬具 14 

土地 95 

保証金 72 

計 292 
 

 （百万円） 

建物及び構築物 112 

機械装置及び運搬具 14 

土地 95 

保証金 71 

計 294 
 

上記に対応する債務は次のとおりであ

ります。 

上記に対応する債務は次のとおりであ

ります。 

上記に対応する債務は次のとおりであ

ります。 

 （百万円） 

短期借入金 58 

長期借入金 52 

計 110 
 

 （百万円） 

支払手形 5 

買掛金 8 

短期借入金 41 

未払費用 0 

長期借入金 12 

計 68 
 

 （百万円） 

支払手形 5 

買掛金 12 

短期借入金 53 

未払費用 0 

長期借入金 29 

計 100 
 

※４．投資有価証券には、貸付有価証券  

522百万円が含まれております。 

※４．投資有価証券には、貸付有価証券

386百万円が含まれております。 

※４．投資有価証券には、貸付有価証券

516百万円が含まれております。 
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前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

※５．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日は金融機関休業日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形 924百万円 

支払手形 619百万円 
 

※５．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日は金融機関休業日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は、次のとおりであります。 

受取手形 1,052百万円

支払手形 769百万円
 

※５．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、当連結会計年度の末日は金

融機関休業日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 

受取手形 1,103百万円

支払手形 781百万円
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日   （自 平成19年４月１日   （自 平成18年４月１日   

  至 平成18年９月30日）   至 平成19年９月30日）   至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なも

のは次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なも

のは次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なも

のは次のとおりであります。 

 (百万円) 

販売費  

運賃及び諸掛費 1,549 

販売手数料 23 

一般管理費  

従業員給料手当 512 

退職給付引当金繰入額 36 

役員退職慰労引当金

繰入額 

30 

 

 (百万円) 

販売費  

運賃及び諸掛費 1,828 

一般管理費  

従業員給料手当 672 

退職給付引当金繰入額 73 

役員退職慰労引当金

繰入額 

4 

貸倒引当金繰入額 9 
 

 (百万円) 

販売費  

運賃及び諸掛費 3,111 

一般管理費  

従業員給料手当 1,049 

退職給付引当金繰入額 67 

役員退職慰労引当金

繰入額 

67 

貸倒引当金繰入額 4 

役員賞与引当金繰入額 12 
 

※２．固定資産売却益は、主に機械装置の売

却によるものであります。 

※２． 同左 ※２． 同左 

※３．固定資産廃却損は、主に機械装置の除

却によるものであります。 

※３． 同左 ※３． 同左 

※４．    ―――――― ※４．減損損失 ※４．減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

当連結会計年度において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

  用途 場所 種類 

遊休資産 宮城県黒川郡 

大郷町 

土地 

遊休資産 千葉県富津市 

大堀西原 

土地 

 

用途 場所 種類 

賃貸用資産 千葉県木更津市

貝渕他３件 

土地

他 

遊休資産 富津市上飯野 

東外林 

土地 

 
 当社の資産のグルーピングは、事業の種類

別セグメントを基準に行っております。ただ

し、賃貸用資産及び重要性のある遊休資産に

ついては、個々の物件を１つの単位としてグ

ルーピングしております。 

当社の資産のグルーピングは、事業の種類

別セグメントを基準に行っております。ただ

し、賃貸用資産及び重要性のある遊休資産に

ついては、個々の物件を１つの単位としてグ

ルーピングしております。 

 連結子会社は原則として事業会社を１つの

資産グループとして資産をグルーピングして

おります。ただし、賃貸用資産及び重要性の

ある遊休資産については、個々の物件を１つ

の単位としてグルーピングしております。 

連結子会社は原則として事業会社を１つの

資産グループとして資産をグルーピングして

おります。ただし、賃貸用資産及び重要性の

ある遊休資産については、個々の物件を１つ

の単位としてグルーピングしております。 

 その結果、収益性の低い賃貸用資産及び将

来の使用が見込まれない遊休資産についてそ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額11百万円（賃貸用資産９百万円、遊休

資産２百万円）を減損損失として特別損失に

計上しました。 

 

その結果、収益性の低い賃貸用資産及び将

来の使用が見込まれない遊休資産についてそ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額85百万円を減損損失として特別損失に

計上しました。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、正味売却価

額は不動産鑑定評価額等により評価しており

ます。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、正味売却価

額は不動産鑑定評価額等により評価しており

ます。 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（千株） 

発行済株式   

普通株式（注）１ 31,696 2,452 － 34,148 

合計 31,696 2,452 － 34,148 

自己株式   

普通株式（注）２，３ 1,266 0 1,170 96 

合計 1,266 0 1,170 96 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、公募による新株式発行2,000千株と第三者割当による新株式発行452千株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、自己株式の処分に係る株式売出しによるものであります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 183 6 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

 

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（千株） 

発行済株式   

普通株式 34,148 － － 34,148 

合計 34,148 － － 34,148 

自己株式   

普通株式 106 1 14 93 

合計 106 1 14 93 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．普通株式の自己株式数の減少は、主に連結子会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分の減少であります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 204 6 平成19年３月31日 平成19年６月29日 
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(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

（決議） 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年11月14日 

取締役会 
普通株式 102 利益剰余金 3 平成19年９月30日 平成19年12月４日

 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度増加 

株式数（千株） 

当連結会計年度減少 

株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

発行済株式   

普通株式（注）１ 31,696 2,452 － 34,148 

合計 31,696 2,452 － 34,148 

自己株式   

普通株式（注）２，３ 1,266 10 1,170 106 

合計 1,266 10 1,170 106 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、公募による新株式発行2,000千株と第三者割当による新株式発行452千株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加10千株は、単元未満株式の買取による増加４千株及び子会社化した会社の所有する自己株式（当

社株式）の当社帰属分の増加５千株であります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少1,170千株は、自己株式の処分に係る株式売出しによるものであります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 183 6 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（決議） 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 204 利益剰余金 6 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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（中間連結キャッシュ・フロー関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日   （自 平成19年４月１日   （自 平成18年４月１日   

  至 平成18年９月30日）   至 平成19年９月30日）   至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目と金額

との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目と金額

との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目と金額

との関係 

 (百万円) 

現金及び預金勘定 2,785 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 

－ 

現金及び現金同等物 2,785 
 

 (百万円) 

現金及び預金勘定 3,455 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 

－ 

現金及び現金同等物 3,455 

 

 (百万円) 

現金及び預金勘定 4,064 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 

－ 

現金及び現金同等物 4,064 

 
※２     ────── ※２      ────── ※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たにエバタ㈱を連

結したことに伴う連結開始時の資産及び

負債の内訳並びに同社株式の取得価額と

同社取得のための支出（純額）との関係

は次のとおりであります。 

   (百万円) 

流動資産 4,610 

固定資産 4,135 

流動負債 △1,372 

固定負債 △1,354 

負ののれん △1,040 

少数株主持分 △2,961 

追加取得以前の親会社

の持分 
△1,126 

同社株式の取得価額 889 

同社現金及び現金同等物 △1,475 

差引：同社取得による

収入 
586 
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（リース取引関係） 

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額(百万円) 

(1）株式 2,254 9,999 7,745 

(2）債券 － － － 

(3）その他 76 80 4 

合計 2,330 10,080 7,749 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内訳 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 144 

 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額(百万円) 

(1）株式 2,137 8,491 6,354 

(2）債券 － － － 

(3）その他 76 78 2 

合計 2,213 8,570 6,356 

３．時価評価されていない主な有価証券の内訳 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 152 

 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額(百万円) 

(1）株式 2,156 9,697 7,541 

(2）債券 － － － 

(3）その他 76 81 4 

合計 2,233 9,779 7,545 
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３．時価評価されていない主な有価証券の内訳 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 152 

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日   （自 平成19年４月１日   （自 平成18年４月１日   

  至 平成18年９月30日）   至 平成19年９月30日）   至 平成19年３月31日） 

当社の利用するデリバティブ取引は、全て

ヘッジ会計が適用されているため該当事項は

ありません。 

同左 同左 

 

 

（ストックオプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19

年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）                                 （単位:百万円） 

 

セメント関

連事業 
骨材事業 

生コンク

リート・コ

ンクリート

二次製品事

業 

不動産賃貸

事業 

環境リサイ

クル・その

他事業 

計 
消去又は全

社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益    

売上高    

1.外部顧客に対する売上高 4,716 6,125 7,281 420 3,608 22,153 － 22,153

2.セグメント間の売上高又は振替高 426 389 77 138 219 1,251 (1,231) 19

計 5,143 6,515 7,358 559 3,827 23,405 (1,231) 22,173

営業費用 4,884 6,387 7,232 354 3,526 22,385 (1,221) 21,163

営業利益 258 127 126 205 301 1,020 (10) 1,009

注 １．事業区分は、製品の性質等の類似性に基づいて「セメント関連事業」、「骨材事業」、「生コンクリート・コンクリート二次製品

事業」及び「不動産賃貸事業」とし、それに属さない事業を「環境リサイクル・その他事業」といたしました。 

２．各事業の主な製品 

(1) セメント関連事業：セメント、セラメント・固化材等スラグ関連製品他 

(2) 骨材事業：荒目砂、細目砂、砂利、砕石他 

(3) 生コンクリート・コンクリート二次製品事業：生コンクリート、化粧ブロック、舗装用ブロック等 

(4) 不動産賃貸事業：建物賃貸他 

(5) 環境リサイクル・その他事業：環境リサイクル事業、建材販売、販売代理業、貨物運送取扱業他 

３．会計処理の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より環境リサイクル・そ

の他事業の売上及び売上原価計上方法の変更を行っております。 

 この変更により、従来の方法に比べ、環境リサイクル・その他事業に係る売上高は1,041百万円、売上原価は926百万円、営業利

益は115百万円増加し、セメント関連事業に係る売上原価は113百万円増加し、営業利益は113百万円減少しております。 

 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）                                （単位:百万円） 

 

セメント

関連事業 骨材事業

環境リサ

イクル事

業 

不動産賃

貸事業 

生コンク

リート・

コンク

リート二

次製品事

業 

管路事業 計 
消去又は

全社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売上高   

1.外部顧客に対する売上高 5,137 6,342 3,058 428 7,070 1,427 23,464 － 23,464

2.セグメント間の売上高又は振替高 439 304 70 97 70 － 981 (981) －

計 5,576 6,646 3,128 525 7,141 1,427 24,445 (981) 23,464

営業費用 5,543 6,430 2,954 272 7,115 1,469 23,785 (933) 22,852

営業利益（又は営業損失） 33 215 174 253 25 (42) 659 (48) 611

注１．事業区分は、製品の性質等の類似性に基づいて「セメント関連事業」、「骨材事業」、「環境リサイクル事業」、「不動産賃貸事

業」、「生コンクリート・コンクリート二次製品事業」及び「管路事業」といたしました。 

２．各事業の主な製品 

(1) セメント関連事業：セメント、セラメント・固化材等スラグ関連製品他 

(2) 骨材事業：荒目砂、細目砂、砂利、砕石他 

(3) 環境リサイクル事業：リサイクル品の再資源化 

(4) 不動産賃貸事業：建物賃貸他 

(5) 生コンクリート・コンクリート二次製品事業：生コンクリート、化粧ブロック、舗装用ブロック等 

(6) 管路事業：管路製品他 

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。こ

の変更により、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「セメント関連事業」が２百万円、「骨材事業」

が１百万円、「環境リサイクル事業」が０百万円、「不動産賃貸事業」が０百万円、「コンクリート・コンクリート二次製品事業」が０百

万円、「管路事業」が１百万円、「消去又は全社」が０百万円増加し、営業利益（又は営業損失）がそれぞれ同額減少しております。 
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４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「セメント関連事業」

が54百万円、「骨材事業」が６百万円、「不動産賃貸事業」が９百万円、「コンクリート・コンクリート二次製品事業」が６百万円、

「管路事業」が９百万円、「消去又は全社」が０百万円増加し、営業利益（又は営業損失）がそれぞれ同額減少しております。 

５．従来「環境リサイクル・その他事業」の区分に属しておりましたその他事業は、セメント関連事業に付随して行われることが多い

ことから、当中間連結会計期間より、所属する区分を「セメント関連事業」に変更いたしました。 

この結果、従来の方法に比べて当中間連結会計期間の売上高は、「セメント関連事業」が前中間連結会計期間に比べ123百万円

（うち、外部顧客に対する売上高は86百万円）増加し、「環境リサイクル事業」が同額減少しております。営業費用は、「セメント

関連事業」が前連結会計年度に比べ97百万円増加し、「環境リサイクル事業」が同額減少しております。 

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報を当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法により区分すると次のようにな

ります。 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）                             （単位:百万円） 

 

セメント

関連事業 骨材事業

環境リサ

イクル事

業 

不動産賃

貸事業 

生コンク

リート・

コンク

リート二

次製品事

業 

管路事業 計 
消去又は

全社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売上高   

1.外部顧客に対する売上高 4,803 6,125 3,521 420 7,281 － 22,153 － 22,153

2.セグメント間の売上高又は振替高 443 389 201 138 77 － 1,251 (1,231) 19

計 5,247 6,515 3,723 559 7,358 － 23,405 (1,231) 22,173

営業費用 4,965 6,387 3,444 354 7,232 － 22,385 (1,221) 21,163

営業利益 281 127 279 205 126 － 1,020 (10) 1,009

 

 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）                       （単位：百万円） 

 

セメント

関連事業 骨材事業

環境リサ

イクル事

業 

不動産賃

貸事業 

生コンク

リート・

コンク

リート二

次製品事

業 

管路事業 計 
消去又は

全社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売上高   

1.外部顧客に対する売上高 10,105 12,579 5,787 840 13,295 － 42,608 － 42,608

2.セグメント間の売上高又は振替高 1,010 737 219 254 164 － 2,386 (2,386) －

計 11,116 13,317 6,006 1,094 13,459 － 44,994 (2,386) 42,608

営業費用 10,544 13,044 5,527 652 13,283 － 43,051 (2,351) 40,699

営業利益 571 273 479 442 176 － 1,943 (34) 1,908

注１．事業区分は、製品の性質等の類似性に基づいて「セメント関連事業」、「骨材事業」、「環境リサイクル事業」、「不動産賃貸事

業」、「生コンクリート・コンクリート二次製品事業」及び「管路事業」といたしました。 

２．各事業の主な製品 

(1) セメント関連事業：セメント、セラメント・固化材等スラグ関連製品他 

(2) 骨材事業：荒目砂、細目砂、砂利、砕石他 

(3) 環境リサイクル事業：リサイクル品の再資源化 

(4) 不動産賃貸事業：建物賃貸他 

(5) 生コンクリート・コンクリート二次製品事業：生コンクリート、化粧ブロック、舗装用ブロック等 

(6) 管路事業：管路製品他 

３．会計処理方法の変更（当連結会計年度） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より環境リサイクル事業の売上及

び売上原価計上方法の変更を行っております。 

この変更により、従来の方法に比べ、環境リサイクル事業に係る売上高は1,982百万円、売上原価は1,760百万円、営業利益は

221百万円増加し、セメント関連事業に係る売上原価は219百万円増加し、営業利益は219百万円減少しております。 
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４．従来「環境リサイクル・その他事業」の区分に属しておりましたその他事業は、セメント関連事業に付随して行われることが多い

ことから、当連結会計年度より、所属する区分を「セメント関連事業」に変更いたしました。 

この結果、従来の方法に比べて当連結会計年度の売上高は、「セメント関連事業」が前連結会計年度に比べ237百万円（うち、外

部顧客に対する売上高は200百万円）増加し、「環境リサイクル事業」が同額減少しております。営業費用は、「セメント関連事

業」が前連結会計年度に比べ180百万円増加し、「環境リサイクル事業」が同額減少しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）

及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

財務諸表提出会社及び連結子会社の海外売上高はありません。 

 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

財務諸表提出会社に海外売上高がありますが、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

また、連結子会社の海外売上高はありません。 
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（１株当たり情報） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 672.29 671.90 684.57 

１株当たり中間（当期）純利益金額

（円） 
23.26 12.27 41.41 

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益金額（円） 

潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載し

ておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載し

ておりません。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 716 417 1,317 

普通株主に帰属しない金額（百万
円） 

－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利
益（百万円） 

716 417 1,317 

期中平均株式数（千株） 30,785 34,043 31,822 

 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

―――――― ――――――  平成19年３月29日開催の取締役会におい

て、公開買付者をシティグループ・ジャパ

ン・インベストメンツ・エルエルシーとする

㈱日興コーディアルグループ株式等に対する

公開買付けに応募することを決議し、同公開

買付けに131,000株を応募しておりましたが、

平成19年４月26日付で同公開買付けが成立

し、特別利益が201百万円発生いたしました。
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５．中間個別財務諸表 

(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

対前中 

間期比 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成 

比(%)
金額（百万円）

構成

比(%)

増減(百

万円) 
金額（百万円） 

構成 

比(%)

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金  1,339 987  947 

２．受取手形  1,346 1,373  1,354 

３．売掛金  5,589 5,213  4,958 

４．たな卸資産  881 1,148  767 

５．短期貸付金  15 293  64 

６．繰延税金資産  259 141  217 

７．その他  232 183  188 

貸倒引当金  △    8 △   21  △   20 

流動資産合計   9,656 22.3 9,320 21.9 △  336  8,477 19.7

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1) 建物  4,414 4,190  4,306 

(2) 構築物  1,997 1,930  1,975 

(3) 機械及び装置  4,419 4,369  4,642 

(4) 土地  6,341 6,266  6,336 

(5) 建設仮勘定  640 1,309  812 

(6) その他  103 165  175 

    計  17,917 18,231 314 18,249 

２．無形固定資産     

(1) 採取権  2,403 2,376  2,447 

(2) その他  199 198  200 

    計  2,602 2,575 △   27 2,648 

３．投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  12,007 7,942  9,012 

(2) 関係会社株式  － 3,935  3,990 

(3) 長期貸付金  397 303  320 

(4) その他  776 730  721 

貸倒引当金  △   73 △  120  △  121 

投資損失引当金  － △  362  △  362 

    計  13,108 12,428 △  679 13,561 

固定資産合計   33,628 77.7 33,235 78.1 △  392  34,458 80.3

資産合計   43,284 100.0 42,556 100.0 △  728  42,936 100.0
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前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

対前中 

間期比 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成 

比(%)
金額（百万円）

構成

比(%)

増減(百

万円) 
金額（百万円） 

構成 

比(%)

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形  609 1,114  1,081 

２．買掛金  2,789 2,665  2,522 

３．短期借入金  3,852 8,050  4,197 

４．一年以内償還予定社債  100 50  100 

５．未払金  390 263  509 

６．未払費用  1,372 1,544  1,348 

７．未払法人税等  231 267  210 

８．預り保証金  117 107  109 

９．修繕引当金  40 22  61 

10．役員賞与引当金  － －  12 

11．その他  607 204  289 

流動負債合計   10,111 23.4 14,289 33.5 4,178  10,443 24.3

Ⅱ 固定負債     

１．社債  50 －  － 

２．長期借入金  5,420 1,670  4,935 

３．預り保証金  768 691  677 

４．繰延税金負債  3,391 2,705  3,256 

５．再評価に係る繰延税

金負債 
 195 195  195 

６．退職給付引当金  758 789  775 

７．役員退職慰労引当金  239 278  266 

８．緑化対策引当金  59 77  75 

９．跡地整地引当金  63 64  65 

10．債務保証損失引当金  － 136  82 

11．その他  14 11  14 

固定負債合計   10,961 25.3 6,620 15.6 △4,341  10,345 24.1

負債合計   21,072 48.7 20,910 49.1 △  162  20,789 48.4
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前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

対前中 

間期比 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

構成 

比(%)
金額（百万円）

構成

比(%)

増減(百

万円) 
金額（百万円） 

構成 

比(%)

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   4,013 9.3 4,013 9.4 －  4,013 9.3

２．資本剰余金     

(1) 資本準備金  4,588 4,588  4,588 

(2) その他資本剰余金  315 315  315 

資本剰余金合計   4,903 11.3 4,903 11.5 0  4,903 11.4

３．利益剰余金     

(1) 利益準備金  591 591  591 

(2) その他利益剰余金     

特別償却準備金  0 －  － 

固定資産圧縮積立金  1,067 1,405  1,405 

固定資産圧縮特別

勘定積立金 
 337 －  － 

研究積立金  21 21  21 

別途積立金  6,900 6,900  6,900 

繰越利益剰余金  1,126 1,331  1,199 

利益剰余金合計   10,044 23.2 10,249 24.1 205  10,117 23.6

４．自己株式   △    5 △0.0 △    7 △0.0 △    2  △    7 △0.0

株主資本合計   18,955 43.8 19,158 45.0 202  19,026 44.3

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価

差額金 
  4,498 10.4 3,729 8.8 △  768  4,362 10.2

２．土地再評価差額金   △1,242 △2.9 △1,242 △2.9 －  △1,242 △2.9

評価・換算差額等合計   3,256 7.5 2,487 5.9 △  768  3,120 7.3

純資産合計   22,212 51.3 21,646 50.9 △  566  22,147 51.6

負債純資産合計   43,284 100.0 42,556 100.0 △ 728  42,936 100.0
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(2) 中間損益計算書 

  

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日)

対前中 

間期比 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 

百分 

比(%)
金額（百万円）

百分

比(%)

増減(百

万円) 
金額（百万円） 

百分 

比(%)

Ⅰ 売上高   14,443 100.0 13,936 100.0 △ 507  28,318 100.0

Ⅱ 売上原価   12,060 83.5 11,531 82.7 △ 529  23,298 82.3

売上総利益   2,383 16.5 2,405 17.3 22  5,020 17.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,674 11.6 1,923 13.8 248  3,556 12.6

営業利益   708 4.9 481 3.5 △ 226  1,463 5.1

Ⅳ 営業外収益   214 1.4 257 1.8 43  343 1.2

Ⅴ 営業外費用   146 1.0 194 1.4 47  336 1.1

経常利益   775 5.3 545 3.9 △ 230  1,470 5.2

Ⅵ 特別利益   2 0.0 202 1.5 199  347 1.2

Ⅶ 特別損失   164 1.1 146 1.1 △  18  932 3.3

税引前中間(当期)純利益   613 4.2 601 4.3 △  12  886 3.1

法人税、住民税及び事業税  291 267  529 

法人税等調整額  38 330 2.3 △   2 264 1.9 △  66 0 529 1.9

中間(当期)純利益   283 1.9 337 2.4 53  356 1.2

 

 

 

 

 

 



 
 

㈱デイ・シイ（5234） 平成20年３月期中間決算短信 

－  － 

 

 

36

(3) 中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 
資本金 

資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本

剰余金

合計

利益

準備金
特別

償却

準備金

固定

資産

圧縮

積立金

固定資

産圧縮

特別

勘定

積立金

研究

積立金

別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己

株式

株主

資本

合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,402 3,980 13 3,994 591 0 1,067 － 21 6,900 1,375 9,956 △283 17,069

中間会計期間中の変動額       

新株の発行 610 607  607    1,217

剰余金の配当（注）     △183 △183 △183

役員賞与（注）     △12 △12 △12

中間純利益     283 283 283

自己株式の取得       △0 △0

自己株式の処分   301 301    279 581

特別償却準備金の取崩額（注）    △0  0 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金

の積立（注） 
   337  △337 － －

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
      

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
610 607 301 909 － △0 － 337 － － △249 87 278 1,885

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
4,013 4,588 315 4,903 591 0 1,067 337 21 6,900 1,126 10,044 △5 18,955

 

評価・換算差額等  

その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算差額 

等合計 

純資産 

合計 

平成18年３月31日 残高 5,099 △1,242 3,856 20,926

中間会計期間中の変動額  

新株の発行  1,217

剰余金の配当（注）  △183

役員賞与（注）  △12

中間純利益  283

自己株式の取得  △0

自己株式の処分  581

特別償却準備金の取崩額（注）  －

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立（注）  －

株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額） △600 － △600 △600

中間会計期間中の変動額合計（百万円） △600 － △600 1,285

平成18年９月30日 残高（百万円） 4,498 △1,242 3,256 22,212

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 
資本金 

資本 

準備金 

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

固定

資産

圧縮

積立金

研究

積立金

別途

積立金

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己

株式

株主

資本

合計

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
4,013 4,588 315 4,903 591 1,405 21 6,900 1,199 10,117 △ 7 19,026

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △ 204 △ 204 △ 204

中間純利益   337 337 337

自己株式の取得     △ 0 △ 0

自己株式の処分   0 0   0 0

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 0 0 － － － － 132 132 △ 0 131

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
4,013 4,588 315 4,903 591 1,405 21 6,900 1,331 10,249 △ 7 19,158

 

評価・換算差額等  

その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算差額 

等合計 

純資産 

合計 

平成19年３月31日 残高 4,362 △ 1,242 3,120 22,147

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △ 204

中間純利益  337

自己株式の取得  △  0

自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額） △  633 － △  633 △  633

中間会計期間中の変動額合計（百万円） △  633 － △  633 △  501

平成19年９月30日 残高（百万円） 3,729 △ 1,242 2,487 21,646
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 
資本金 

資本 

準備金 

その他 

資本 

剰余金 

資本

剰余金

合計

利益

準備金
特別

償却

準備金

固定

資産

圧縮

積立金

固定資

産圧縮

特別

勘定

積立金

研究

積立金

別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己

株式

株主

資本

合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,402 3,980 13 3,994 591 0 1,067 － 21 6,900 1,375 9,956 △283 17,069

事業年度中の変動額       

新株の発行 610 607  607    1,217

剰余金の配当（注）     △183 △183 △183

役員賞与（注）     △12 △12 △12

当期純利益     356 356 356

自己株式の取得       △2 △2

自己株式の処分   301 301    279 581

特別償却準備金の取崩額（注）    △0  0 － －

固定資産圧縮積立金の積立    337   337 337

固定資産圧縮特別勘定積立金

の積立（注） 
   337  △337 － －

固定資産圧縮特別勘定積立金

の取崩額 
   △337   △337 △337

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
      

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
610 607 301 909 － △0 337 － － － △176 160 276 1,956

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
4,013 4,588 315 4,903 591 － 1,405 － 21 6,900 1,199 10,117 △7 19,026

 

評価・換算差額等  

その他有価証券

評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算差額

等合計 

純資産 

合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 5,099 △1,242 3,856 20,926 

事業年度中の変動額  

新株の発行 1,217 

剰余金の配当（注） △183 

役員賞与（注） △12 

当期純利益 356 

自己株式の取得 △2 

自己株式の処分 581 

特別償却準備金の取崩額（注） － 

固定資産圧縮積立金の積立 337 

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立（注） － 

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩額 △337 

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） △736 － △736 △736 

事業年度中の変動額合計（百万円） △736 － △736 1,220 

平成19年３月31日 残高（百万円） 4,362 △1,242 3,120 22,147 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 


